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農業経営基盤強化促進法の基本要綱 

（平成 24年５月 31日付け 24経営第 564号農林水産省経営局長通知）改正概要 

 

 

１ 主な改正内容 

（１）認定新規就農者に対する資金の貸付けについて（第７関連） 

・農業近代化資金融通法施行令の改正により、農業近代化資金の償還期限が一律 20

年となることから、特例措置に係る規定を削除し、詳細について規定しているガ

イドラインを引用。 

 

（２）地域計画について（第 12並びに参考様式第 5-1号及び第 5-2号関係） 

・地域計画区域内の農地の農用地区域からの除外手続や転用許可の手続について、

地域計画の変更手続の前に行うことができる旨を規定。 

・規制改革実施計画（令和８年７月 21日閣議決定）に基づき、地域計画の参考様式

において、「遊休農地の解消に向けた取組」の欄を追加。 

・その他所要の改正を実施。 

 

 

２ 公布日及び施行日 

 公布日：令和８年９月 30日 

 施行日：（１）令和８年 10月１日 

     （２）令和８年９月 30日 

 

 

３ 施行先 
各地方農政局長、北海道農政事務所長、内閣府沖縄総合事務局長、 
公益社団法人全国農地保有合理化協会会長、 
一般社団法人全国農業会議所会長、 
全国農業協同組合中央会会長、 
株式会社日本政策金融公庫代表取締役総裁、 
全国土地改良事業団体連合会会長 
 


